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➢ 複合的なニーズを有する高齢者への医療・介護の効果的・効率的な提供等
・高齢者の心身機能の低下等に起因した疾病予防・介護予防

・医療・介護の連携を通じた効果的・効率的なサービス提供（例：骨折対策）

➢ 医療資源の効果的・効率的な活用
・効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療

（例：急性気道感染症・急性下痢症に対する抗菌薬処方）

・医療資源の投入量に地域差がある医療

（例：白内障手術や化学療法の外来での実施、リフィル処方箋（※））

（※）リフィル処方箋については、地域差の実態等を確認した上で必要な取組を進める。

第４期医療費適正化計画（ 2 0 2 4～ 2 0 2 9年度）に向けた見直し

計画の目標・施策の見直し

医療の効率的な

提供

➢ 特定健診・保健指導の見直し
⇒アウトカム評価の導入、ICTの活用など

➢ 重複投薬・多剤投与の適正化
⇒電子処方箋の活用

➢ 後発医薬品の使用促進
⇒個別の勧奨、フォーミュラリ策定等による更

なる取組の推進や、バイオ後続品の目標設定

等を踏まえた新たな数値目標の設定

➢ 保険者・医療関係者との方向性の共有・連携
• 保険者協議会の必置化・医療関係者の参画促進、医療費見込みに基づく計画最終年度の国保・後期の保険料の試算 等

➢ 都道府県の責務や取り得る措置の明確化
• 医療費が医療費見込みを著しく上回る場合等の要因分析・要因解消に向けた対応の努力義務化 等

医療費の更なる適正化に向けて、①新たな目標として、複合的なニーズを有する高齢者への医療・介護の効果的・効率的な提供

等を加えるとともに、②既存の目標についてもデジタル等を活用した効果的な取組を推進する。また、計画の実効性を高めるた

め、③都道府県が関係者と連携するための体制を構築する。

実効性向上のための体制構築

③

②既存目標に係る効果的な取組

健康の保持

の推進

さらに、医療ＤＸによる医療情報の利活用等を通じ、健康の保持の推進・医療の効率的な提供の取組を推進

※ 計画の目標設定に際し、医療・介護サービスを効果的・効率的に組み合わせた提供や、かかりつけ医機能の確保の重要性に留意

⇒ 有識者による検討体制を発足させて、エビデンスを継続的に収集・分析し、

都道府県が取り組める目標・施策の具体的なメニューを追加

①新たな目標の設定
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○ 現下の後発医薬品を中心とする供給不安や後発医薬品産業の産業構造の見直しの必要性に鑑み、医療機関が現場で具体的に取り組みや
すいものとする観点も踏まえ、現行の数量ベースの目標は変更しない。

※ 2023年薬価調査において、後発医薬品の数量シェアは80.2％。2021年度NDBデータにおいて、80％以上は29道県。

○ バイオシミラーについては、副次目標を設定して使用促進を図っていく。

○ バイオシミラーの使用促進や長期収載品の選定療養等により、後発医薬品の使用促進による医療費の適正化を不断に進めていく観点か
ら、新たに金額ベースで副次目標を設定する。

※ 2023年薬価調査において、後発医薬品の金額シェア（＊）は56.7％ (＊)

※ その時々の金額シェアは、後発医薬品やバイオシミラーの上市のタイミング、長期収載品との薬価差の状況等の影響を受けること
に留意が必要

後発医薬品の金額（薬価ベース）

後発医薬品の金額（薬価ベース）＋後発医薬品のある先発品の金額（薬価ベース）

後発医薬品に係る新目標（2029年度）について

基本的考え方

副次目標①：2029年度末までに、バイオシミラーが80%以上を占める成分数が全体の成分数の60%以上

副次目標②：後発医薬品の金額シェアを2029年度末までに65％以上

主目標：医薬品の安定的な供給を基本としつつ、後発医薬品の数量シェアを2029年度末までに全ての都道府県で80％以上（継続）

取組の進め方

○ 限定出荷等となっている品目を含む成分を除いた数量シェア・金額シェアを参考として示すことで、後発医薬品の安定供給の状況に
応じた使用促進を図っていく。

○ 薬効分類別等で数量シェア・金額シェアを見える化することで、取組を促進すべき領域を明らかにして使用促進を図っていく。

さらに、目標年度等については、後発医薬品の安定供給の状況等に応じ、柔軟に対応する。
その際、2026年度末を目途に、状況を点検し、必要に応じて目標の在り方を検討する。

令和６年３月14日

資料１第176回社会保障審議会
医療保険部会
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新たな目標も踏まえた医療費適正化計画の対応

• 後発医薬品について、数量ベースでの使用割合が高い都道府県は、金額ベースでの使用割合も高い傾向にあるが、後発医薬品

の使用が進んでいても、バイオ後続品の使用割合が低い都道府県が見られる。

• 後発医薬品に係る政府目標の設定を踏まえ、第４期医療費適正化基本方針においても当該目標を位置付け、当該目標の達成に

向けた都道府県の取組として、後発医薬品の使用促進の効果が確認されている差額通知の実施等の保険者等による後発医薬品

の使用促進に係る取組を支援することのほか、医薬品の適正使用の効果も期待されるという指摘もあるフォーミュラリについ

て、都道府県域内の医療関係者に対して「フォーミュラリの運用について」（令和５年７月）の周知をはじめとした必要な取

組を進めることが考えられることを示している。

• さらに、都道府県に対して、金額ベースの使用割合を薬効分類別に示すなど、必要なデータの提供を行い、医療費適正化の取

組を推進できるよう支援する。

出典：NDBデータ（2021年度）

• 後発医薬品の使用が進んでいる都道府県においても、バイオ

後続品の使用割合が相対的に低い都道府県が見られる。

※プロットは47都道府県
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• 数量ベースでの使用割合と金額ベースでの使用割合は正の相関

関係にある。

• 数量ベースでの使用割合が80％に達成していても、金額ベース

では、最も高い沖縄県でも65％に達していない。

令和６年３月14日

資料１第176回社会保障審議会
医療保険部会



医療費見込みの推計方法

○ 後発医薬品の使用促進による適正化効果額の推計方法

• 令和３年度のNDBデータを用いて、後発医薬品のある先発品を全て後発医薬品に置き換えた場合の効果額を推計し、この結果を用いて、①の式に

より数量ベースでの効果額を算定するとともに、②の式により金額ベースでの効果額を算定した上で、いずれか大きい方の額を後発医薬品の使用

促進による効果とする。

＜推計式のイメージ＞ ※都道府県ごとに推計し、①か②のうちいずれか大きい方の額を後発医薬品の使用促進による効果とする。

令和３年度時点の後発品のある先発品を
100％後発品に置き換えた場合の効果額

÷ （ １ － ）

）｝

｛

当該県の令和３年度の
入院外医療費（推計）

×
当該県の令和11年度の
入院外医療費（推計）

÷令和３年度の数量シェア
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令和３年度時点の当該成分の先発品を100％
バイオ後続品に置き換えた場合の効果額

令和３年度の当該成分の
数量シェア

÷ （ １ － ）

）｝

｛

当該県の令和３年度の
入院外医療費（推計） ×

当該県の令和11年度の
入院外医療費（推計）÷

令和３年度の当該成分の
数量シェア× （

令和11年度に見込まれる
当該成分の数量シェア ー

○ バイオ後続品の使用促進による適正化効果額の推計方法

• 令和３年度のＮＤＢデータを用いて、成分ごとに、先発品をすべてバイオ後続品に置き換えた場合の効果額を推計し、この結果を用いて、令和11

年度の目標を達成した場合の効果額を推計。

＜推計式のイメージ＞ ※都道府県ごとに推計

令和３年度時点の後発品のある先発品を
100％後発品に置き換えた場合の効果額

÷ （ １ － ）

）｝

｛

当該県の令和３年度の
入院外医療費（推計）

×
当該県の令和11年度の
入院外医療費（推計）

÷令和３年度の金額シェア

①
（数量ベース）

②
（金額ベース）

令和11年度に見込まれる
数量シェア

令和３年度の数量シェア

令和11年度に見込まれる
金額シェア

令和３年度の金額シェア

× （ －

× （ －

※赤字が今回の改正内容



リフィル処方箋について

○ リフィル処方箋については、令和４年度診療報酬改定で導入され、中医協における令和６年度診療報酬改定の附帯意見にお

いて「長期処方やリフィル処方に係る取組について、今回改定による影響の調査・検証を行うとともに、適切な運用や活用

策について引き続き検討すること」とされた。現行の適正化計画基本方針においても、「リフィル処方箋については、保険

者、都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施することにより活用を進める必要がある。その際、分割調剤

等その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しながら取り組むことが考えられる」とされている。

○ 令和６年６月18日に開催されたデジタル行財政改革会議において、「リフィル処方（中略）のＫＰＩ（重要業績評価指

標）の設定と進捗モニタリング・改善に取り組んでください。」と総理指示があったところ。

○ これを踏まえ、今後、医療の効率的な提供の推進のため、リフィル処方箋に関する具体的なＫＰＩの設定を検討し、必要な

対応を行うこととし、今回、適正化基本方針にその旨を追記する。

5

適正化計画基本方針への追記事項

第４ 医療費適正化に関するその他の事項
一 （略）
二 国の取組
１ （略）
２ 医療の効率的な提供の推進に係る施策

（略）
リフィル処方箋については、第１の二の２⑶「医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標」及び第１の二の３⑵④「医療資

源の効果的・効率的な活用」において、「リフィル処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討
し、実施することにより活用を進める必要がある。」と記載されていることを踏まえたうえで、今後、具体的な指標の設定を検討
し、必要な対応を速やかに行う。

三～六 （略）

※ 赤字が追記事項



医療費適正化計画の実効性を高めるための取組
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概要 具体的な取組

都
道
府
県
へ
の
支
援

都道府県における議論の
深化や適正化の取組促進
に資する支援の強化

• 第４期計画策定に向けた都道府県担当者向けの説明会を実施【令和５年度】

• 都道府県における医療費適正化計画の作成・議論に資するよう、推計ツール

や都道府県ごとのレポートを作成【令和５年度～引き続き実施】

• 都道府県が作成した第４期都道府県医療費適正化計画を分析し、課題の整

理・先進的な取組事例の抽出等を行うとともに、地域の関係者間での議論の

参考となるようなポイントを提示【令和６年度】

• 都道府県が新たな取組や目標を設定できるよう、適正化に資する具体的な

メニュー（後発医薬品の金額目標等）を順次追加【令和６年度～引き続き実施】

国
民
へ
の

働
き
か
け

予防・健康づくりに資す
る啓発

• エビデンスに基づく予防・健康づくりのため、関係学会と連携して特定健

診・特定保健指導に関連する啓発資材を作成【令和６年度】

デ
ー
タ
の
見
え
る
化
・

実
証
の
推
進

データの見える化等を通
じた取組のベンチマーク
の推進

• 適正化に係るデータの公表・見える化を推進【令和５年度～引き続き実施】

• ポリファーマシー等の医療費適正化に資する医療資源投入量について、NDB

データを用いたさらなる実態の把握【令和６年度～引き続き実施】

医療費適正化のための調
査分析・実証事業の実施

• ICT等を活用した効果的な特定保健指導の実施のための実証事業を計画・実

施【令和６年度～】

第４期医療費適正化計画を推進するため、新たな適正化のためのメニューの追加やデータの公開等、PDCAサ

イクルを効果的に回し、計画の実効性を高めるための取組を、順次実施していく。

参考
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